
 

 

宇部市請負工事成績評定要領 

平成１６年３月２９日制定 
 

（目 的） 
第１条 この要領は、工事の成績評定（以下「評定」という。）に必要な事項

を定め、厳正かつ的確な評定の実施を図り、受注業者の適正な選定及び指導
育成に資することを目的とする。 

 
（評定の対象） 
第２条 評定の対象は、原則として１件の請負金額が１，０００万円以上の請

負工事（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第５号の随意契約を行った
工事を除く。）とする。 

 
（評定者） 
第３条 評定を行う者は、宇部市工事執行規則（昭和４７年規則第１８号）第

２０条に規定する監督職員及び同規則第２６条に規定する検査職員（以下「検
査職員」という。）とする。 

 
（評定の内容） 
第４条 評定は、工事の施工状況、目的物の出来形、品質及びＶＥ提案等につ

いて評価を行うものとする。 
 
（評定の方法） 
第５条 評定は、工事ごとに独立して的確かつ公正に行うものとする。 
２ 評定は、別に定める工事成績評定表により行うものとする。 
 
（評定結果の報告等） 
第６条 工事担当課長は、工事の完成後速やかに、評定の結果を契約監理課長

に提出するものとする。 
２ 契約監理課長は、検査職員が工事の完成検査を完了したときは、当該評定

の結果をとりまとめて工事成績評定表を完成するものとする。 
３ 契約監理課長は、前項の工事成績評定表を、速やかに当該工事担当課長（受

託工事にあっては、工事担当課長を経由して委託課長（予算担当課長））に
送付するものとする。 

 
（評定結果の通知） 
第７条 契約監理課長は、評定の結果を工事の成績評定の結果について（通知）

（様式第１号）により、速やかに当該工事の受注者に通知するものとする。 
 
（評定の修正） 
第８条 契約監理課長は、前条の通知をした後、工事担当課長と協議の上、当

該評定を修正する必要があると認められるときは、修正等必要な措置を講じ
るものとする。 

２ 契約監理課長は、前項の修正が有ったときは、直ちにその結果を工事の成
績評定の結果の修正について（通知）（様式第１号の２）により、当該工事
の受注者に通知するものとする。 

 
（説明請求等） 
第９条 契約監理課長は、第７条又は前条第２項の通知を受けた者から、評定



 

 

の内容について、説明を求められたときは、工事担当課長と協議の上、速や
かにこれに応じるものとする。 

２ 第７条又は前条第２項の通知を受けた者は、通知の日から起算して１４日
（休日を含む。）以内に、工事の成績評定に係る説明請求について（様式第
２号）により、契約監理課長に対して評定の内容について説明を求めること
ができる。 

３ 契約監理課長は、前項による説明を求められたときは、工事担当課長と協
議の上、工事の成績評定に係る説明について（回答）（様式第３号）により
回答するものとする。 

 
（評定結果の公表） 
第 10 条 契約監理課長は、第７条又は第８条第２項の規定により、当該受注者

に通知した評定の結果又は評定の結果の修正を契約監理課において閲覧に供
することにより公表するものとする。 

２ 前項の公表の開始日及び終了日は、次のとおりとする。 
  開始日 受注者に通知をした後、又は当該受注者から説明要求があった場

合はその回答が終了した後、速やかに行うものとする。 
  終了日 開始日から６箇月を経過した９月３０日又は３月３１日とする。 
 
（その他） 
第 11 条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定めるものと

する。 
 
   附 則 
１ この要領は、平成１６年４月１日以降指名の通知をするものから適用する。 
２ 宇部市請負工事成績評定要領（平成１５年３月３１日制定）は、廃止する。 
 
   附 則 
１ この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 
２ 改正後の宇部市請負工事成績評定要領の規定は、この要領の施行の日以後

に評定した工事について適用し、同日前に評定した工事については、なお従
前の例による。 

 
   附 則 
 この要領は、平成２１年４月１５日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 
 
   附 則 

  この要領は、平成２６年４月１日から施行し、同日以降評定した工事から適
用する。 

 
附 則 

  この要領は、平成３０年４月１日から施行し、同日以降評定した工事から適
用する。 

 
附 則 

１ この要領は、令和元年５月２９日から施行する。 
２ 改正後の第２条の規定は平成３１年４月１日以降に契約した工事から適用



 

 

し、平成３１年３月３１日以前に契約した工事については、なお従前の例によ
る。  

 
附 則 

  この要領は、令和４年４月１日から施行し、同日以降評定した工事から適用
する。 
 

附 則 
１ この要領は、令和７年１１月１８日から施行する。 
２ 改正後の第２条の規定は令和７年４月１日以降に契約した工事から適用し、

令和７年３月３１日以前に契約した工事については、なお従前の例による。  
 


